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１ 経済分析の体制
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経済分析の体制
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経済分析の活用体制の変遷

平成14～15年頃

平成24年

平成28年

令和2年4月

令和4年4月

令和4年5月

令和6年4月

令和7年4月

・経済分析業務を行うための職員（エコノミスト）の採用開始
・CPRC（競争政策研究センター）発足（平成15年）

・企業結合課に経済分析班を配置

・経済分析チームの発足

・官房総務課に経済分析を本務とする職員を配置

・官房総務課経済分析室の設置

・「経済分析に関する留意事項」の公表

・エコノミックアドバイザー（EA）の採用開始

・経済分析担当官制度の開始



経済学的
思考の活用

経済学の学位・専門的知
見を有する職員等を活用
した個別業務の実施。

企業結合審査

違反事件審査等

実態調査

経済学の知見のある職員

・プロパー職員

・任期付エコノミスト

・エコノミック・アドバ

イザー（EA）

審査案件の分析・検討や
定量的な経済分析の実施

アンケート調査票の設計、
統計分析

経済学の観点からの助言、
経済分析に基づく意見書へ
の対応

個別業務の担当課室

経済分析室

ＥＢＰＭ

個別事案等について定量
的な事後評価を実施

外部の経済学者等の学識
経験者及び内部職員
（CPRC研究員）により構成

所長１名、主任研究官4名、
客員研究員12名（計17
名）のうち経済学の専門
家（大学教授等）：計12
名（令和7年3月現在）

競争政策研究センター
(CPRC)

経済学者等を中心とした研究
員が、経済分析等を活用しな
がら、競争政策に関連した
テーマについてのディスカッ
ションペーパー（ＤＰ）を執
筆・公表

研究成果による個別業務に対する示唆
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経済分析室は、独占禁止法及びその関連法令の執行並びに競争政策の企画、
立案及び評価に当たり、経済学又は統計学に係る専門的知識・経験に基づき
担当部署への支援を実施。

経済分析チーム

発展的解消

経済分析室の設置（令和４年４月）

・官房総務課の下に訓令室として経済分析室を設置

・現在、職員数：１５名 うち 博士号４名、修士号７名



１ 経済分析の体制

5

外部有識者の活用

エコノミックアドバイザー（EA）の採用・活用

任期付エコノミストの採用・活用

• 平成１５年頃からエコノミストの採用を開始し、常勤の任期付職員として雇用してい

る。現在は０名（令和７年度から経済学博士号［取得見込み者］１名の採用が内定）。

• 企業結合審査における経済分析、独占禁止法違反被疑事件審査における経済分析、実

態調査における経済分析等に携わる。

• 令和６年４月から３名のエコノミスト（大学教員）を非常勤職員として雇用している。

➢ 中林 純 京都大学経済学研究科教授（専門：応用ミクロ経済学（計量分析）、産
業組織論）

➢ 土居 直史 小樽商科大学商学部経済学科教授（専門：産業組織論、応用ミクロ経
済学（計量分析））

➢ 本多 純 信州大学応用経済学科講師（専門：応用ミクロ経済学、産業組織論）

• 企業結合審査における経済分析に関する業務、プロジェクト業務（後記３）等に支援・

助言を行う。



２ 経済分析の活用状況
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経済分析の活用状況



公正かつ自由な競争の促進を通じた
企業の活力向上、消費者の効用拡大、イノベーションの活性化

２ 経済分析の活用状況
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経済分析の位置付け

⚫ 違反事件審査
•独禁法違反行為に対する機動的かつ効果的
な法執行

•下請法違反行為に対する簡易・迅速な処理

⚫ 企業結合審査
•ビジネスの実態に即した迅速かつ的確な企
業結合審査

⚫ガイドラインの策定 法運用の透明

性・予見可能性の向上による違反行為の未然防
止

⚫実態調査 競争制限的な民間慣行の改善

⚫規制改革に関する推進・提言

⚫国際連携 競争政策の国際的収れんの推進

⚫国民的理解の増進

エンフォースメント
～厳正な法執行による競争の回復～

アドボカシー
～競争環境の整備～

経
済
分
析
に
よ
る
支
援



２ 経済分析の活用状況
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• 企業結合審査における支援

➢ 専属の経済分析班の編成（エコノミックアドバイザー（土居直史小樽商科大学教授）を含む）

➢ 当事会社（エコノミックコンサルティングを含む）の経済分析に対する反論、実証分析の実施

• 独占禁止法違反事件調査における支援

➢ 「競争制限のメカニズム」（Theory of Harm）の検討

➢ 関係人の経済分析に対する反論、実証分析の実施

• 各種実態調査支援（アンケート調査の設計、アンケート回答のデータ分析等）

• 事後検証（EBPM）の支援

• 経済分析の活用（有用性）に関する階層別研修の実施

• 経済専門研修（ミクロ経済学・産業組織論・データ分析）の内容の充実化

法執行の支援

競争政策の支援

職員への研修（経済分析に関する理解の増進）

経済分析室による業務プロセスへの関与



２ 経済分析の活用状況
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経済分析報告書及び経済分析等に用いるデータ等の提出についての留意事項
（令和４年５月）

• 独占禁止法違反調査や企業結合審査の透明性や予見可能性を高める目的で、事

業者等が提出する経済分析及びデータに関するベストプラクティスとして策定

経済分析の原則

➢ 関連性：対象案件と関連性を有するものであること

➢ 明確さ・透明性：主張、論点、手法、仮定等が明確であること等

➢ 整合性・頑健性：他の根拠との整合性や複数の手法について検討されているものであること

➢ 再現可能性：第三者によって分析結果が再現できるものであること

経済分析報告書の構成に関する留意事項

➢ 非専門家向けの要約の添付

➢ 本体における①分析目的、②データに関する説明、③分析手法選択理由、④分析結果及びその解釈、

⑤引用文献や関連事案の情報、⑥報告書作成の経緯に関する情報の包含

➢ 附属資料としての分析データ、プログラミングコード、アンケート調査票等の添付

経済分析に関するガイダンス

公取委のデータリクエストに対するデータの提出に関する留意事項

公取委との意思疎通



２ 経済分析の活用状況
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最近の主な経済分析事例（公表案件のみ）

事後検証（EBPM）

• マイクロソフト・コーポレーション及びアクティビジョン・ブリザード・インクの統合に関する審査

結果について（令和５年３月公表）

• 古河電池(株)による三洋電機(株)のニカド電池事業の譲受け（令和５年６月公表）

• ㈱大韓航空によるアシアナ航空㈱の株式取得に関する審査結果について（令和６年１月公表）

• ニュースコンテンツ配信分野に関する実態調査報告書（令和５年９月公表）

• 使用済みペットボトルのリサイクルに係る取引に関する実態調査報告書（令和５年10月公表）

• コネクテッドTV 及び動画配信サービス等に関する実態調査報告書（令和６年３月公表）

• 学校制服の取引実態に関する事後検証報告書（令和５年10月公表）

実態調査

企業結合審査



２ 経済分析の活用状況
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企業結合審査（経済分析の実例）

株式会社大韓航空によるアシアナ航空株式会社の株式取得（令和6年1月31日公表）

• 株式会社大韓航空によるアシアナ航空株式会社の株式取得（議決権５０％超）の案件
• 「旅客分野」（国際航空旅客）と「貨物分野」（国際航空貨物）について経済分析を含めた審査を実施

本件の概要

経済分析の趣旨（旅客）
旅客分野の市場はフルサービスキャリア（FSC）とローコストキャリア（LCC）を含む空港間の各路線（例

東京‐釜山）によって定義されるところ、①各路線における当事会社同士の競合関係、②当事会社から提出さ
れた「事業者数が２→１に減少しない限りは運賃に影響しない」旨の経済分析の頑健性、③統合後の当事会
社の運賃引き上げのインセンティブを実証分析により確認。

経済分析の方法（旅客）
主として、①市場構造（各路線に就航するFSC及びLCCの数）の違いを考慮した上で、一方当事会社が他方

当事会社の運賃に与える影響に係る分析、②当事会社の経済分析（上記参照）をより精緻にした経済分析
（除外されたデータを加えた分析や、競争事業者の数のみならず性質を考慮した分析）、③市場シェアに基
づく転換率を用いた路線ごとのGUPPI（Gross Upward Pricing Pressure Index）の算出を実施。

※ 上記の旅客分野の経済分析業務は東京大学エコノミックコンサルティング株式会社に委託（企業結合審査で初めて外部委託）

経済分析の結果（旅客）（例）

➢ 大韓航空の運賃は、競合FSCが存在せず、競合LCCの数がわずか（１社以下）の市場構造（路線）の下で
は、アシアナ航空の存在により有意に下落し、アシアナ航空の運賃は、競合FSCが存在しない市場構造
（路線）の下では、競合LCCの数にかかわらず、大韓航空の存在により有意に下落する。

➢ 当事会社の経済分析は頑健ではなく、事業者数が２→１以外の場合でも事業者数は当事会社の運賃に影響。

➢ 競合路線全１０路線のうち８路線について、少なくとも一方の当事会社に値上げのインセンティブがある。



２ 経済分析の活用状況（参考）
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株式会社大韓航空によるアシアナ航空株式会社の株式取得（令和6年1月31日公表）

価格分析（旅客）

ln Price𝑖𝑡 = 𝛾𝑖 + 𝜆𝑡 +𝑊𝑖𝑡𝛽 + 𝑋𝑖𝑡𝜃 + 𝜖𝑖𝑡

アシアナ航空の存在は大韓航空の運賃を、大韓航空の存在はアシアナ航空の運賃を、それぞれ引き下げる圧力となっている。
⇒当事会社の運賃に与える影響は、競争者の性質によって異なり、一方当事会社の存在が他方当事会社の運賃を引き下げる圧
力となっていることが確認された。

大韓航空運賃 アシアナ航空運賃

アシアナ航空 有意に負 ―

大韓航空 ― 有意に負

航空会社𝑊𝑖𝑡 被説明変数Price𝑖𝑡

競争者A社 有意に正 正

競争者B社 正 負

・・・ ・・・ ・・・

分析結果（抜粋）

⇒大韓航空が存在すると、ア
シアナ航空の運賃が下がる

⇒アシアナ航空が存在すると、
大韓航空の運賃が下がる

＜競争者の性質（アイデンティティ）を考慮した分析＞
• 当事会社の経済分析の仮定：当事会社（大韓航空又はアシアナ航空）の運賃は、競争者の性質

（アイデンティティ）にかかわらず同じ影響を受ける。
• 当委員会の経済分析による検証：競争者が具体的にどの航空会社なのかによって、当事会社（大韓

航空又はアシアナ航空）の運賃が受ける影響は異なるのではないかという問題意識のもと、次の回帰式
を推定。

被説明変数：Price𝑖𝑡は当事会社（大韓航空又はアシアナ航空）の一方の運賃（𝑖は路線、𝑡は年月）、ln(・)は自然対数
説明変数： 𝛾𝑖は路線の固定効果、𝜆𝑡は年月の固定効果、𝑊𝑖𝑡は航空会社を識別するダミー変数のベクトル（航空会社が年月𝑡に路線𝑖で運航
していた場合には１をとり、それ以外の場合には０をとる）、𝑋𝑖𝑡は運賃クラス（ファーストクラス、エコノミークラス）を表すダミー変数のベクトル



２ 経済分析の活用状況
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実態調査（経済分析の実例）

経済分析の方法

経済分析の結果（例）

再商品化事業者が各市町村から引き取る使用済みペットボトルの価格が、再商品化事業者の
決定方法を含めてどのような要因を反映しているかを指定法人ルート又は独自処理ルートそれ
ぞれにおいて実証分析で検討。

経済分析の趣旨

引渡価格と契約の方式との関連性等について、再商品化事業者への引渡価格を被説明変数、
引渡価格に影響を与える各要因（落札量や指定保管施設と再商品化事業者の引取工場の距離、
混合収集か否か、再商品化事業者の決定方法［入札方式か否か］等）を説明変数として、回帰
分析（最小2乗ダミー変数推定）を実施。

➢ 入札方式で再商品化事業者が決定される場合の方が、引渡価格が高くなっている傾向が認められた。

⇒ 市町村が使用済みペットボトルを独自ルートで処理するに当たっては、随意契約ではなく一般競争入札
等によって引き渡す再商品化事業者を決めることが適切ではないかという競争政策上の考え方を示した。

使用済みペットボトルの取引ルート

特定事業者
（飲料メーカー等）

消費者購入 分別収集 市町村

①指定法人ルート（約３分の２）

引渡契約

②独自処理ルート（約３分の１）

再商品化事業者

使用済みペットボトルのリサイクルに係る取引に関する実態調査報告書（令和５年10月公表）



２ 経済分析の活用状況（参考）
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使用済みペットボトルのリサイクルに係る取引に関する実態調査報告書（令和５年10月公表）

・これら回帰式（各変数については右記参照）について、最小2乗ダミー変数推定（least squares dummy variables, LSDV）により推定
・***、**、*は有意水準1％、5％、10％で統計的に有意であることを示す。括弧内の数値は同一事業者の誤差項が相関することを想定した頑健な標準誤差（クラスターロバスト標準誤差）を
示す。F Statisticは、定数項以外の全ての回帰係数が０であるという帰無仮説に対するF統計量である。なお、指定法人ルート及び独自処理ルートにおいて、全ての固定効果が同一であるとの帰
無仮説について、F 検定の結果、それぞれF( 72, 957) = 1090.78***、F( 34, 406) = 57.51***であり、いずれも帰無仮説は棄却された。
※1 競争的な決定方法（総合評価方式、プロポーザル方式、一般競争入札又は指名競争入札等）が取られている場合1、そうでない場合0とするダミー変数 𝒄𝒐𝒎𝒑𝒊 は、独自処理ルートにのみ設定。
※2 落札価格の分析ではi=1,…,78、引渡価格の分析ではi=1,…,34  
※3 落札価格の分析では平成24年から令和4年前期までの各期をt=1,…,20、引渡価格の分析では平成24年1月から令和4年12月までの各月をt=1,…,123

被説明変数：Priceit
指定法人ルート 独自処理ルート

落札量（トン）：Amount
-12.03119***
(2.064334)

-4.145138
(16.78331)

距離（Km）：Distance
29.79285***
(4.101249)

7.296097
(37.56876)

離島ダミー変数：Iland
21730.28***
(3007.148)

5646.361
(4855.775)

選別品質ダミー変数：QA
-9730.644***
(1678.598)

-18445.24***
(6886.381)

選別品質ダミー変数：QB
-2253.126
(2607.953)

－

収集方法ダミー変数：Mixed
13152.6***
(1851.744)

-5056.395
(8118.419)

中間処理ダミー変数：INTV
679.3133
(698.7793)

373.9641
(2825.335)

ボトルtoボトルダミー変数：BTB
123.6853
(783.7652)

-14973.31***
(3405.063)

契約決定方式ダミー変数：Comp －
-26361.12***
(3237.37)

Observations 11359 728
F Statistic 1061.37*** 62.37***

𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝜆𝑡 + 𝛽1𝐴𝑚𝑜𝑢𝑛𝑡𝑖𝑡 + 𝛽2𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑚𝑐𝑒𝑖𝑡 + 𝛽3𝐼𝑙𝑎𝑛𝑑𝑖𝑡 + 𝛽4𝑄𝐴𝑖𝑡

+ 𝛽5𝑄𝐵𝑖𝑡 + 𝛽6𝑀𝑖𝑥𝑒𝑑𝑖𝑡 + 𝛽7𝐼𝑁𝑇𝑉𝑖𝑡 + 𝛽8𝐵𝑇𝐵𝑖𝑡 + 𝛽9𝐶𝑜𝑚𝑝𝑖𝑡 + 𝑒𝑖𝑡  

⇒距離が遠いほうが低価

⇒離島であるほうが低価

⇒品質Aである（高品質）ほうが高価

⇒混合収集でないほうが高価

⇒競争的な方法のほうが高価

⇒ボトルtoボトルの取組を行うほうが高価

落札・引渡価格（円／トン）をPriceitとした回帰分析結果

回帰式： i:再商品化事業者 i (※2)

t:平成24年1月から t 期目(※3)

(※1)



①平成29年報告書の事後検証

２ 経済分析の活用状況
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事後検証（経済分析の実例）

学校制服の取引実態に関する事後検証報告書（令和５年10月公表）

過去に行った学校制服に関する二つの取組：①平成29年11月「公立中学校における制服の取引実態に関す
る調査報告書」（競争的な調達方法を提言）、②令和２年７月「愛知県立高等学校の制服の販売業者に対す
る排除措置命令等」（制服の価格カルテル）に係る事後検証として、学校制服価格の状況の変化を確認

経済分析の趣旨

経済分析の方法 経済分析の結果

提言内容を実施した中学校の制
服価格（介入群）は、実施して
いない中学校の制服価格（統制
群）に比べて下落傾向

報告書の公表の影響を受ける全
国の中学校制服の価格（介入
群）は、類似の服製品の価格
（統制群）と比べ下落傾向

平成30年度以降に報告書の提言を実施した中学校の制服価
格を介入群、提言を実施しなかった中学校の制服価格を統
制群と設定し、提言の実施以降の介入群と統制群の制服価
格の変化を分析（Staggered差の差分析）

報告書公表（アドボカシー活動）の影響を受ける全国中学
校の制服価格を介入群、報告書公表の影響を受けない類似
の服製品の価格を統制群と設定し、報告書公表以降の介入
群と統制群の価格の変化を分析（Synthetic差の差分析）

※ 上記２件の経済分析業務は東京大学エコノミックコンサルティング株式会社に委託。

②令和２年命令の事後検証

愛知県立高等学校（豊田６校）の制服販売業者に対する排
除措置命令等（令和２年７月）の影響を把握するため、制
服価格の変化について回帰分析（前後比較分析）を実施

カルテルの合意の消滅（排除措
置命令で認定）の後、豊田各校
の制服価格が相対的に下落傾向



２ 経済分析の活用状況（参考）
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（参考）経済分析の結果（平成29年報告書の事後検証）

＜提言実施の価格への効果＞ ＜アドボカシー活動による価格への効果＞

以下の方法で算出

ln 𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒 𝑖𝑡 = α𝑖 +Φ𝑡 + σ𝑙≠−1μ𝑙 𝐷𝑖𝑡
𝑙 + ε𝑖𝑡

price𝑖,𝑡：𝑡年の学校𝑖のブレザー平均価格

D𝑖,𝑡
𝑙 ：学校𝑖の提言実施開始年を𝐸𝑖としたとき、 D𝑖,𝑡

𝑙 = 1 𝑡 − 𝐸𝑖 = 𝑙 で表
され、𝑡年に学校𝑖における提言実施開始から𝑙年経過しているとき
に1をとるダミー変数

α𝑖：学校の固定効果
Φ𝑡：年の固定効果

から導出される推定値ෝμ𝑙を用いて、制服価格の変化率を下記の式の方法
で算出

制服価格の変化率𝑙 = 100× 𝑒𝑥𝑝𝑜𝑛𝑒𝑛𝑡𝑖𝑎𝑙 ෝμ𝑙 − 1

以下の方法で算出

ln 𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒 𝑖𝑡 = α𝑖 +Φ𝑡 + σ𝑙≠−1μ𝑙 𝐷𝑖𝑡
𝑙 + ε𝑖𝑡

price𝑖,𝑡：𝑡年の学校𝑖のブレザー平均価格又は𝑡年の地域𝑖のスーツ平均価格

D𝑖,𝑡
𝑙 ：平成29年報告書公表翌年の2018年を𝐸𝑖としたとき、 D𝑖,𝑡

𝑙 =
1 𝑡 − 𝐸𝑖 = 𝑙 で表され、𝑡年に平成29年報告書公表から𝑙年経過して
いるときに介入群に1をとるダミー変数

α𝑖：学校の固定効果又は地域の固定効果
Φ𝑡：年の固定効果

から導出される推定値ෝμ𝑙を用いて、制服価格の変化率を下記の式の方法
で算出

制服価格の変化率𝑙 = 100× 𝑒𝑥𝑝𝑜𝑛𝑒𝑛𝑡𝑖𝑎𝑙 ෝμ𝑙 − 1

学校制服の取引実態に関する事後検証報告書（令和５年10月公表）



３ プロジェクト業務
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プロジェクト業務



３ プロジェクト業務
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入札談合データスクリーニング

• 入札談合データスクリーニングとは、多数の入札データの分析に基づき、入札参加者の非競
争的な行動を検知し、入札談合の摘発を試みる手法。

• 世界的には、リニエンシー申請件数が減少傾向にあるともみられるところ、海外の競争当局
の中には入札談合スクリーニングの実務への応用やそれに向けた検討を進めている当局も存
在。

• 端緒業務の効率化や迅速化にも貢献できる可能性がある。

概要・目的

海外競争当局の取組状況（一例）

スイス
統計指標等を用いたスクリーニング手法を開発・運用、談合が疑われる

案件等を抽出。スクリーニング結果に基づき、入札談合の摘発が行われた
例もある。

韓国
国内の公共調達に係るデータを入手し、談合が疑われる度合いをスコア

として算出するシステム（BRIAS）を開発・運用。入札談合の摘発が行わ
れた例もある。

デンマーク、
シンガポール、
英国

潜在的な談合を特定するソフトウェア／ツールを開発・運用。



３ プロジェクト業務
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入札談合データスクリーニング

• 入札データの収集（継続）

• 各手法、指標の有効性の検証

• 入札談合スクリーニングの実装に向けた取組

今後の見通し

現状

• 経済学の既存研究及び海外当局の取組についての情報収集・整理

• 主にウェブスクレイピングを通じた入札データの収集

• 既存手法を用いた試行的分析の実施

• エコノミックアドバイザー（中林純京都大学教授）も本プロジェクトに参画



３ プロジェクト業務
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マークアップ率推計

これまでの取組

• 令和4年11月、「日本の製造業における市場集中度と競争環境」を競争政策研究センター（CPRC）の
ディスカッション・ペーパー（DP）として公表

➢ 経年を通じての集中度の上昇や、小規模事業者を中心とした事業者数の大幅な減少などを観察

問題意識

• 集中度（市場の構造を表す指標）だけでは、市場の競争状況を適切に把握できない可能性がある。例え
ば、集中度が高くても競争的な市場もあれば、集中度が低くても競争的ではない市場もある。

• 集中度に加え、市場の成果を表す指標として、マークアップ率により経済全体の競争状況を把握する

➢ マークアップ率 ＝
販売価格（製品一単位当たりの売上高）

企業の限界費用（生産量を追加的に一単位増加させるときに必要な費用）

• マークアップ率は、市場支配力の概念、つまり企業が競争レベルを上回る価格を維持できる程度を最もよく
反映するため、経済全体レベルでの競争の指標として望ましい

• マークアップ率の上昇が、生産性の向上のようなポジティブな要因ではなく、市場の寡占化のようなネガティブ
な要因なのか、マークアップ率の変化が生じる要因を分析・把握する必要性がある（※要因分解分析）

概要・目的

※ De Loecker, J., J. Eeckhout, and G. Unger (2020) , “The Rise of Market Power and the Macroeconomic Implications,” 
The Quarterly Journal of Economics , 135(2) ,561-644



• 米国を中心に市場支配力の指標の一つとしてマークアップ率の学術研究が行われてきたところ、近年、
海外の競争当局等においても、マークアップの推計結果を競争政策に活用しようとする動きがみられる。

➢ 米国政府：バイデン政権下の「アメリカ経済における競争促進に向けた大統領令」等において、集
中度やマークアップの高まりを問題視し、各分野を所管する省庁に競争政策に関連した取組を指示

➢ 英国競争・市場庁（CMA）：一国全体のマークアップ率に関する分析報告書を定期的に公表

➢ 欧州委員会競争総局（DG-COMP）：競争当局の政策効果を測る目的でマークアップ率を推
定し、毎年公表

➢ 国内外の政府機関・政府系研究機関公表の論文及び学術論文の調査・整理

➢ 分析に用いる政府統計（例：企業活動基本調査・工業統計調査等）の取得・整理

➢ 先行研究にて用いられている推定式（モデル）を用いたマークアップ率の推定、市場集中度の測定

➢ エコノミックアドバイザー（本多純信州大学講師）も本プロジェクトに参画

• 今後の競争政策へのインプリケーションを得ることを目的として以下の取組を実施

➢ 先行研究及び既存のモデルを用いた推計結果を踏まえた推計モデルの改良

➢ 改良したモデルを用いたマークアップ率の推定・要因分解分析

➢ 集中度とマークアップ率の関係の検証

３ プロジェクト業務
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マークアップ率推計

本プロジェクトの現状

今後の見通し

諸外国の状況



４ 課題
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課題



日本 米国 カナダ ＥＵ 英国 韓国

競争当局 公正取引委員会
司法省

反トラスト局
連邦取引委員会

産業省
競争局

欧州委員会 競争・市場庁 公正取引委員会

チーフ
エコノミスト

なし あり あり あり あり あり あり

主な
経済分析部門

経済分析室
経済分析
グループ

経済局 経済分析課 ﾁｰﾌｴｺﾉﾐｽﾄﾁｰﾑ
ﾁｰﾌｴｺﾉﾐｯｸ

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ室
経済分析課

経済学博士号
取得者数

４名

［7名］
約４５名 約８０名 約４名 約３０名 約２０～２５名 １１名

※ 公正取引委員会の博士号取得者の［］内にはエコノミックアドバイザー（EA）３名を含む（令和７年１月１日現在）。
※ ＮＥＲＡ「令和元年度産業経済研究委託事業（経済産業政策・第四次産業革命関係調査事業費（我が国及び主要国での企

業結合審査等における経済分析の活用等に関する調査））調査報告書」、GCR Competition Economics Handbook 2020
並びにGCR Rating Enforcement 2021及び2022を基に経済分析室作成

主な当局の経済分析体制

４ 課題
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主なエコノミックコンサルティング企業

４ 課題

名称 [本部所在地] アジア太平洋地域のオフィス 全世界オフィス数

NERA Economic 
Consulting
[米国ニューヨーク]

東京、
オークランド（NZ）、ウェリントン 23

AlixPartners 
[米国ニューヨーク]

東京、
上海、香港、シンガポール

26

東京大学エコノミックコ
ンサルティング株式会社
[東京]

東京
１

Compass Lexecon
[米国ワシントンDC]

北京、上海、香港、シンガポール
25

Charles River 
Associates
[米国ボストン]

シドニー

24

RBB Economics 
[英国ロンドン]

シンガポール、シドニー、メルボル
ン 16

※このほか、経済学者に対して直接、経済分析の依頼が行われることもある。

2025年２月現在。出典：各社HP
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４ 課題

外部人材の採用

任期付エコノミストの採用強化

公取委プロパーエコノミストの育成

• 現状

➢ 欧米と比較した際の日本人産業組織論研究者の層の薄さ

➢ 待遇（特に給与）面での民間との格差

➢ 研究活動に注力できる環境の整備の必要

• 取組

➢ エコノミスト募集フライヤーの作成（令和６年10月）

➢ 関連求人ポータルサイトへの掲載

• 取組

➢ キャリアパスの整備（経済分析担当官制度の創設）

➢ 国際会議及び学会への参加、研修の支援

内部人材の育成
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御参考（経済分析の活用事例一覧）

出所：公取委トップページ 26


